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� はじめに

本稿では労働価値論を経済の進化という観点か

ら見て� その有効性を検討することにする� 具体
的には� 労働価値論によって経済の進化につれ生
ずると主張される利潤率の傾向的低下法則を考察

し� それが労働価値論の有効性に対しどのような
関係を持つのかを検討する�
経済の進化とともに生産過程の機械化が進行

し� その現代的形態としてオ�トメ�ション化が
生産過程で進みつつある� 生産技術の進歩ととも
に生産物の生産に投入される労働量が減少し� こ
れは労働生産性の上昇として現われる� こうした
ことは現代だけの特徴ではなく� 過去から現在に
わたって続いてきたことである� しかし現代の
オ�トメ�ション化の進展は過去の生産技術の進
歩と大きく異なり� 生産過程に全く労働を必要と
しないような状況すら想像させるまでになってい

る� こうしたなかで労働を基礎にして経済現象を
説明する労働価値論の有効性が当然問われること

になる�
労働価値論が何を説明する理論であるのかはさ

まざまな見解がある1�� 筆者は別のところで労働
価値論とは相対価格を決定する理論であるとする

見解を批判した2�� すなわち労働価値論は相対価
格の決定論としては有効な理論ではないとした�
しかしこれとは別に労働価値論の有力な解釈とし

て労働価値論は利潤の源泉を説明する理論である

との考えが存在する�
ところで労働価値論には生産技術の進歩との関

連で利潤の動向を説明する理論がある� すなわち
利潤率の傾向的低下法則といわれる理論である�
この理論は労働価値論にもとづく利潤の源泉の説

明を基礎にし� 生産技術の進歩が利潤の水準にど
のような影響を与えるのかを考察したものであ

る�
そこで本稿ではこの利潤の傾向的低下法則を

オ�トメ�ション化との関連で考察する� そして
それにより利潤の源泉を説明する理論として労働

価値論が有効であるのかを検討する�
本稿では以上のことを次のように論じる� すな
わち�で利潤率の傾向的低下法則の概略を見て�
�でそれが労働価値論の有効性にどのような問題
を投げかけるのかを検討する� 最後に�で結論を
述べる�

� 利潤率の傾向的低下法則

本章では� 利潤率の傾向的低下法則の議論の骨
子を提示し� 労働価値論とこの法則のつながりを
見る�
資本主義の発展とともに傾向的に利潤率が低下

していくというのが利潤率の傾向的低下法則の主

張であるが� その具体的内容はマルクスによれば
概略以下のとおりである3��

1� 文献[14]参照�
2� 文献[1] � 第 9章� 3� 文献[16] � S. 221- �邦訳第 1分冊 265ペ�ジ以降��
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社会全体の不変資本価値を C� 可変資本価値を
V� 剰余価値をMとする� するとこの社会の平均
利潤率 rは

r� M
C�V

�

M
V

C
V
�1

����

で表される� 各生産部門で資本が超過利潤を求め
て競争する結果� 新技術が導入されるが� これは
不変資本部分 Cの増大へとつながり� 資本の有機
的構成

C
V
を高める� その結果平均利潤率 rは低

下することになる�
以上が最も単純化した利潤率の傾向的低下法則

の内容であるが� これに対して剰余価値率 M
V
が

上昇すれば平均利潤率 r は必ずしも低下するとは

限らないとの反論がありえる� しかしこの反論
は� 資本の有機的構成の概念をマルクスの意向に
そって理解すれば成り立たないことが示されてい

るので簡単に見ておこう4��
いま生きた労働の支出総計を N�M�Vとす

ると�資本の有機的構成 C
V
は次のように書ける�

C
V
� C

N
�
�1� M

V
�
�

C
V
は

C
N
と

M
V
で決まる� ところで資本の有機的

構成とは� 資本の技術的構成によって規定されて
その諸変化を反映するかぎりでの資本の価値構成

である5�� したがって資本の有機的構成の高度化
といった場合考えるべきなのは� 資本の技術的構
成とは関係のない剰余価値率

M
V
のほうではな

い� この場合は不変資本の価値と生きた労働の支
出総計の比である

C
N
の変化を考えるべきであ

る�
すなわち資本の有機的構成の高度化とは

C
N
の

上昇の意と解すべきである� ところで�

r�

M
V

C
N
�
�1� M

V
�
��1

���������

だから� 剰余価値率 M
V
が増大しても平均利潤率

r には上限がある� すなわち�

M

V
��

lim r� N
C

である .よって
C
N
の上昇が資本の有機的構成の

高度化の意であり� 新技術導入の結果実際それが
上昇することを認めれば� 平均利潤率 rはそれに

応じて傾向的には低下していくことになる�

� 利潤率の傾向的低下法則と労働価値論

前章では利潤率の傾向的低下法則の概要を見

た� では実際� 経済の進化とともにオ�トメ�
ション化が進み� 生産に投下される労働量が減少
していった場合� 平均利潤率の低下が生ずるであ
ろうか� さらに生産に投下される労働量が零に
なったときには利潤も存在しなくなるであろう

か�
前者の問題は理論的には

C
N
が上昇するか否か

で処理することができる� この場合労働の支出総
計が減少するので

C
N
が上昇� すなわち N

C
が下

落し平均利潤率が低下するとは即断できない� 分
子の労働の支出総計が減少すれば� 当然それに
よって生産される分母の不変資本価値も減少する

からである� しかしこの問題を論じることは労働
価値論の成否とは実は関係がない� そこでここで
はこの問題は扱わないことにする6��
労働価値論の成否と関係があるのは後者の問題

である� 労働価値論では利潤の源泉は剰余労働と
されている� したがってオ�トメ�ション化が進

4� 以下の説明は文献[2] � 244	247ペ�ジによった�
5� 文献[15] � S.640 
邦訳第 2分冊 799ペ�ジ��

6� 資本家が超過利潤を求める競争の中で新技術を採用し

た場合� C
N
にどのような運動が生じ� 均等利潤率の水準

はどうなるか� この問題を資本家の新技術採用動機を考
慮して検討した先駆的文献は� 文献[4] � 第 3章第 3節�
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み生産に投下される労働が零になれば� 剰余労働
も零になり利潤は理論的に存在しえないことにな

る� もし投下される労働が零であるのに� 利潤が
存在するのなら労働価値論は誤りということにな

る� そこでこの点を検討してみる�
議論を行なうため生産物の価値� 生産価格� 平
均利潤率を数式化する� 生産技術がレオンチェフ
型だとする� すると� 第 j生産物 1単位の価値 tj

は次式で定まる�

t1�a11t1�a21t2� �� �an1tn�t1

t2�a12t1�a22t2� �� �an2tn�t2

������
tn�a1nt1�a2nt2� �� �anntn�tn

行列で表せば

t�tA�t ��� �1�

ただし

�
�
�
�
�
�
�

a11 a12 � a1n�
�
�
�
�
	



A�
a21 a22 � a2n

� � � �

an1 an2 � ann

t �� t1 t2 � tn�
t ��t1 t2 � tn�

である� ここで aijは第 j生産物 1単位の生産に

直接必要な第 i生産物の物量� tjは第 j生産物 1

単位の生産に直接必要な労働量である� tjが第 j

生産物 1単位の価値を表していることは� 以下の
ことからわかる� すなわち上式が純生産可能な経
済を表していれば7�� レオンチェフ逆行列 �I�
A��1 が存在する� よって t�t �I�A��1� この式
はレオンチェフ逆行列の第 i行第 j列の要素を aij

と書けば�

t1�a11t1�a21t2� �� �an1tn

t2�a12t1�a22t2� �� �an2tn

������
tn�a1nt1�a2nt2� �� �anntn

と表すことができる� ところで� レオンチェフ逆
行列の第 i行第 j列の要素 aijは第 j生産物 1単

位の生産に直接	間接に必要な第 i生産物の物量

を表している� したがって aijtiは第 j生産物 1単

位の生産に直接	間接に必要な第 i生産物の生産

に必要とされる労働量である� このことから


aijtiは第 j生産物 1単位の生産に直接	間接
に必要な労働量になる� したがって tjは第 j生産

物 1単位の価値である�
これに対し第 j生産物 1単位の生産価格 pjお

よび平均利潤率 rは次式で定まる�

p1� �1�r� �a11p1�a21p2� �� �an1pn�wt1�
p2� �1�r� �a12p1�a22p2� �� �an2pn�wt2�

������
pn� �1�r� �a1np1�a2np2� �� �annpn�wtn�
w�b1p1�b2p2� �� �bnpn

行列で表せば

p� �1�r�� pA�wt�
w�pb

すなわち

p� �1�r�p�A�bt� ����2�

ただし

p� � p1 p1 � pn�

7� 純生産可能の概念については文献[3]参照�
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b�
b2

�

bn

である� ここで biは労働者が労働 1時間当りに

生活手段として受け取る第 i生産物の量 ,wは労

働 1時間当りの貨幣賃金である�
オ�トメ�ション化の進展によって生産に投下
される労働が零になるということは t�oと考え

ることができる� �1� 式をみれば純生産可能の仮
定から t�oとなるのは簡単にわかる� 生産に労
働を投下しないのであるから� 労働の対象化であ
る価値も存在せず� 各生産物の価値が零になるの
は当然である� しかしその結果 �2� 式において r

�0となるわけではない�
�2� 式をみると平均利潤率 rは行列 �A+bt� の
フロベニウス根	と r� 1

	 
1の関係にあるこ

とがわかる� t�oのとき bt�Oだから生産に投

下される労働が零になった場合� �A�bt� �Aで

ある� 生産に労働が投下されている状況では bt

�Oだから �A�bt� �A� �A�bt� のフロベニ
ウス根	と Aのフロベニウス根	�には	�	�

の関係があるから� �A�bt�を生産技術とすると
きの平均利潤率 rと Aを生産技術とするときの

平均利潤率 r�の間には rr�の関係がある�すな
わち �A�bt� を生産技術として平均利潤率が r

�0だったのなら� 生産に投下される労働が t�o

となったときにも平均利潤率は零にならない� し
たがってこのとき生産に労働が投下されず� 価値
が存在しないのにもかかわらず� 利潤が発生して
いることになる8�� そうすると利潤の唯一の源泉

が労働であるという労働価値論の主張は誤りとい

うことになる�
もちろん生産に労働が全く投下されないような

状況が実際に存在しうるのかという問題は残る�
しかしこれはまた別の問題である� 上で見たよう
に生産に労働が全く投下されていない状態で利潤

が存在しうるということは� 労働を投下して生産
を行なっている場合でも� 労働は利潤の唯一の源
泉ではないことを示していると考えられるからで

ある9�� これは労働価値論は利潤の源泉を説明す
るがゆえに経済理論として有用であるという主張

が誤りであるということである�
しかしながら労働が利潤の源泉でないとする

と� 利潤の源泉は何なのかという疑問が生ずる�
最後にこの点を見ておこう� 各生産部門で正の価
格が成立し正の利潤が生じている状況を先の記号

を使って表せば以下のようになる�

p1�a11p1�a21p2� �� �an1pn�wt1

p2�a12p1�a22p2� �� �an2pn�wt2

������
pn�a1np1�a2np2� �� �annpn�wtn

w�b1p1�b2p2� �� �bnpn

p1�0, p2�0, �� , pn�0

8� もちろん用語の使用法の問題はある� すなわち労働が
投下されず� したがって労働者が存在せず� その結果資
本労働関係がない状況で �利潤� という言葉を使用して
よいのかということである� しかし肝心なことはこうし
た用語の使用法の問題ではなく� 上述の状況でも資本労
働関係が存在する状況のもとで利潤と呼ばれているもの

と同じ内容のものが生じているということなのである�

9� 置塩氏は剰余労働が存在しなくても利潤が生じること

を認めて次のように述べている� ���剰余労働�0�利
潤率�0という命題と� 労働価値説の主要命題である利
潤の源泉は剰余労働の搾取であるということとの関連は

何か��� �中略� ��仮りに� 生きた労働の支出がまっ
たくゼロとなっても� この純生産物を人間が手に入れる
ことのできる場合には� 労働の搾取によらない利潤が生
じることになる� そして� このような場合には� 労働の
視角から� 経済現象を把握するということを要請する労
働価値説は適用しえないのである� �文献[5] � 118�119

ペ�ジ�� 投下労働が零となった場合� 経済現象の把握に
労働価値論が使えなくなるということには何人も異存は

ないと思われる� しかし問題はそうしたことにあるので
はない� 問題は� 投下労働が零になっても利潤が生じる
のであれば� 投下労働が零ではない状況で利潤が発生し
ている場合でも� その利潤の唯一の源泉が労働であると
は論理的にいえなくなるはずだということなのである�
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行列表示すれば

p�p�A�bt� �
� ��� �3�

p�o

ところでこれは次の条件と同値である�

x��A�bt� x

x�o

ここで

�
�
�
�
�
�
�

x1�
	






�
�

x�
x2

�

xn

xjを使用価値としてみた第 j生産物の総生産量と

解釈すれば� この式の意味するところは簡単にわ
かる�すなわち �A�bt� xは労働者の生活手段分

も含めて生産に必要であった各生産物の量を表

す� この量を各生産物の総生産量が上回っている
ということは� 使用価値としてみた各生産物に剰
余が生じているということである� このことが
�3� 式と同値ということであるから� 利潤の源泉
は使用価値としての生産物の剰余である� あるい
はさらにさかのぼれば� 使用価値を剰余を伴って
生み出すものが利潤の源泉であるといえる� 使用
価値を生み出すものは使用価値の形成者としての

労働だけではない� 生産手段もまた使用価値を生
み出す10�� したがって利潤の源泉は使用価値の形
成者としての労働と生産手段であるといえる� こ
のことから労働は利潤の源泉のひとつではあるが

唯一の源泉ではないということになる� それゆえ

生産への労働投入が零になっても利潤が生じるの

である�
以上見てきたところによると� オ	トメ	ショ
ン化が進み� 生産への労働の投下がゼロになって
も利潤は生じることができるので� 利潤の唯一の
源泉が労働であるという労働価値論の主張は誤り

であると考えられる� これが本章の結論である�

� おわりに

以上の考察の結果をまとめると次のようにな

る� すなわちオ	トメ	ション化の進展を想定し
て� 生産に労働投入が全くなされない経済を考え
た場合でも� 利潤は生じうること� したがって利
潤の唯一の源泉は労働であるという労働価値論の

主張は誤りであるということである�
このことは同時に� 技術進歩が起こり� その結
果利潤率に何か特別な運動が生じることがあった

場合でも� その運動は労働価値論からは説明され
えないということでもある� 利潤は価値を形成す
る労働とは関係がないからである� それゆえ技術
進歩によって傾向的に利潤率が低下していくとい

う利潤率低下法則もそもそも労働価値論という理

論的道具によっては説明されえない現象なのだと

いうことになる11��
以上のことは労働価値論の有効性という観点か

らすれば� 労働価値論は利潤の源泉を説明する理
論として有効ではないし� したがって利潤率低下
法則のような利潤に関するさまざまな現象を説明

する理論として不適切ということである�
先述したように筆者は別のところで相対価格の

決定論としての労働価値論を批判した� それに対
し本稿では利潤の源泉を説明する理論としての労

働価値論を批判した� 労働価値論の存在意義を説
明するものとしてこの 2つの解釈はもっとも中

10� 
労働は� それによって生産される使用価値の� 素材的
富の� ただ一つの源泉なのではない .ウィリアム�ペティ
の言うように� 労働は素材的富の父であり� 土地はその
母である� �文献[15] � S.58,邦訳第 1分冊 58ペ	ジ��

11� したがってこの問題に関しては� 生産技術の進歩によ
り生産に投下される労働が減少するから� 労働価値論の
有効性が減少するわけではない� そもそも最初から労働
価値論は理論的にこの問題を扱うのに適切ではなかった

のである�
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心的なものと考えられる� したがってその双方に
対する批判が適切だとすると� 労働価値論の存在
意義は非常に弱まると考えられる12�� これが本稿
の結論である�
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12� 労働価値論の投下労働量を測定するという側面を見れ

ば� それは経済現象を説明する有効な道具である� たと
えばそれは労働生産性の測定に使用できる� 先の記号を
用いれば第 j生産物の生産における労働生産性は労働 1

単位で生産可能な第 j生産物の量だから tjの逆数� すな
わち� 1/ tjで表すことができる� 労働生産性は有用な経
済指標であるし� 経済の進歩を図る指標として重要であ
る� しかしながら投下労働量を測定することと労働価値
論とは別のことである� 投下労働量測定には労働価値論
は必要ではない� その結果投下労働量を測定して労働生
産性を計測する場合は労働価値論のさまざまな議論を回

避することができる� たとえば生産的労働と不生産的労
働の区別などに関する議論である� 労働価値論の観点か
らはこの区別は重要であるのかもしれないが� 労働生産
性を測るという観点からすれば不要な区別である�
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